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１．はじめに

『阪神高速ビジョン２０２０』（以下「ビジョン 2020」という。）は、持続発展可能な組織とし

て将来の方向付けを明らかにするため、2010 年 4 月に策定されました。 

これまで、ビジョン 2020 に掲げた 10 年後の「ありたい姿」の実現に向けて、施策・取組

みを積極的に実行に移してきましたが、目標までの概ね半分の期間が経過したところで、

大規模更新等事業、新規路線など、今後の阪神高速グループの方向性を左右する事業

が動き始めています。 

また、東日本大震災や笹子トンネル事故による道路の安全性に対する要請の高まりや、

自動走行システムを含むＩＴＳ技術の急速な進歩など、高速道路を巡る社会環境にも大き

な変化が生じています。 

 阪神高速道路開通 50 年、そして民営化 10 年が経過し、グループとして一つの節目を

迎えた中で、当グループではこれからの段階を新たなステージと位置付けています。将来

に向かって発展し続けるグループであるためには、上記の内外状況の変化や将来の見通

しなどを踏まえつつ、新たなステージにおける目標を掲げ、グループ一体となった取組みを

推進することが必要です。 

このため、平成27年6月より、経営層で構成された新ステージ促進委員会と幅広い世

代の社員で構成されたＷＧにおいて検討を重ねるとともに、アンケートや意見交換会など

を通じて多くの社員の意見も取り入れ、このたび2030年を目標とする新たなビジョンとして

『阪神高速グループビジョン２０３０』（以下「新ビジョン」という。）を策定しました。 

 新ビジョンの実現に向けて、グループ社員が協力し、総力を挙げて積極的に取り組んで

いきたいと考えています。 
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２．ビジョンの目的とグループ理念

ビジョン策定の目的は、阪神高速グループへの期待と経営課題、さらに今後の内外環

境の変化などを踏まえつつ、グループ理念のさらなる具現化に向けて、持続発展可能な

組織としての「将来の方向付け」を明らかにすることです。 

これまで「先進の道路サービスへ」をグループの基本理念として共有化を図ってまいりま

したが、今回、グループビジョンを策定するにあたり、「先進の道路サービスへ」をビジョンの

基となるグループ理念として各社の企業理念等の上位に位置付け、その具現化を図って

いくこととしました。 

今後、グループ理念と新ビジョンを実現するために、より具体化された各種戦略や中期

経営計画などを作成し、順次実行可能な取組みから着手していくこととなります。 
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３．ビジョン策定の前提条件

（１）阪神高速グループをとりまく動向等 

○人口の減少と超高齢化社会の到来i

今後、日本の人口は 2030年に 2015年比で 7.9％減少する一方、高齢化率は 2015

年の 26.8％から 2030 年には 31.6％へと上昇し、国民の 3 分の１が 65 歳以上という超

高齢化社会の到来が見込まれています。 

 この傾向は近畿圏においても顕著であり、人口は2030年に2015年比で8.0％減少し、

高齢化率は2015年の27.1％から2030年には31.3％へと上昇する見込みです。また、

生産年齢人口については 2030年に 2015年比で 10.9％の減少が見込まれ、三大都市

圏の中で最も深刻です。高速道路のお客さまも高齢者の割合がより高くなることが見込ま

れることから、高齢者に配慮した対策が必要となります。 

○関西経済の動向 

リーマン・ショックに端を発する世界的な金融危機やその後の欧州債務危機の顕在化

をきっかけに、世界経済は減速傾向にありますが、アジアなどの新興国の成長に支えられ、

今後も名目ＧＤＰで 3～4％程度の緩やかな成長が見込まれています。 

一方、日本経済は、2000 年代以降、名目ＧＤＰシェアが低下傾向にあり、世界経済の

中でのプレゼンスは低下しています。さらに、今後も名目ＧＤＰ成長率１％前後の低成長と

なる見込みですii。 

関西経済は、日本経済が減速する中でも、特に厳しい状況が続いていましたが、近年、

景気回復の兆しが現れていますiii。関西は、ライフサイエンス、電池などの環境エネルギー

関連分野で国内有数の企業、研究機関群が集積していること、独自の技術を持った中小

企業が幅広く存在すること、３空港と国際コンテナ戦略港湾（阪神港）を有し、東アジアと

強い結びつきがあるなど、高いポテンシャルを有しています。これらのポテンシャルを活か

し、関西経済を牽引する強い産業集積を作り上げることができれば、関西の国際競争力

は向上し、経済の好循環が生まれてくることも期待できます。 

また、近年、京滋地域への工場立地が増加傾向にある中で、関西経済連合会などの

i
参考資料１参照

ii
 参考資料２参照
iii
参考資料３参照
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経済団体は、高速道路ネットワークにおけるミッシングリンクの存在が関西地域の物流を

阻害している可能性を指摘していますi。今後、ミッシングリンクが解消され、工場集積地

域（京滋地域）と大阪湾ベイエリアの国際物流拠点（関西国際空港、阪神港など）間の移

動時間短縮、定時性の確保が進めば、物流の円滑化と経済の活性化が期待されます。 

○インバウンドの拡大 

関西は、歴史的文化遺産が集中するなど豊富な観光資源を有しているため、アジアを

中心とした地域からの訪日外国人旅行者数が急速に増加しています。しかしながら、国内

他地域との顧客獲得競争は今後一層の激化が予測されるため、観光資源、歴史・文化

的資源、自然資源、食文化など関西独自の文化資産を活用したブランド作りや交通アク

セス、宿泊施設などのインバウンド向けインフラ整備が課題となっています。 

○自動車技術の進歩 

今後、自動車に関する技術開発は飛躍的に進歩し、電気自動車、燃料電池自動車、

自動運転車などの次世代自動車の普及が進む見通しで、高速道路のＳＡ・ＰＡにも次世

代自動車向け充電ステーションなどの設置が求められることが予想されます。 

特に、ＩＴＳ（高度道路交通システム）は現在大きな技術革新が進行している最中であり、

自動走行システムについては、政府は、2020年代前半を目途に準自動走行システム（レ

ベル３)iiを市場化し、2020 年代後半以降にドライバーが全く関与しない完全自動走行シ

ステムの試用を目指していますiii。 

国内自動車メーカーも 2020 年頃までに自動車専用道路などでの自動運転の実用化

を目指していることなどから、高速道路会社においても、自動走行システムの導入に向け、

政府、自動車メーカーなどとの連携、協力や必要な技術開発などを進める必要がありま

す。 

i
参考資料３参照
ii
 準自動走行システム（レベル３)：加速・操舵・制動を全てシステムが行い、システムが要請したときはドライバーが対

応する状態
iii
 参考資料４参照
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（２）阪神高速グループ事業の今後の見通し等 

① 高速道路事業の見通し 

阪神高速道路は、1964 年 6 月 28 日に土佐堀～湊町間（現在の１号環状線）2.3km

が開通して以来、50 年以上が経過しました。供用延長は 2015 年現在で約 260km に達

し、１日約 70 万台のお客さまにご利用頂いており、関西の経済活動を支えるきわめて重

要な社会基盤となっています。今後、ミッシングリンクの解消など更なるネットワーク整備を

進めていく必要があります。 

一方で、阪神高速道路は、2030 年には供用後 50 年以上経過する道路延長が約

100km に達します。経年変化による老朽化や通行車両の大型化などの影響を受けて、

一部の構造物にはひび割れや疲労亀裂などの損傷部分が顕在化してきています。 

このため、阪神高速道路を次世代に引継ぐための老朽化対策として、2015 年より大規

模更新・修繕事業（以下「大規模更新事業」という。）に着手しました。同事業の推進にあ

たっては、「高速道路機構・会社の業務点検（平成 27 年 7 月 国土交通省）」（以下「会

社業務点検」という。）における指摘事項iも踏まえ、工事渋滞や環境への負荷など、お客

さまへの影響を最小限にするために、新技術・新工法を積極的に開発・採用し事業を円

滑に取り組む必要があります。 

このように、高速道路事業の建設事業（新規建設・大規模更新事業）は、今後、2030

年頃にかけて事業量が増加することが見込まれています。併せて、高速道路事業はすで

に本格的な管理の時代を迎えており、少子高齢化などの社会環境の変化も踏まえつつ、

「先進の道路サービス」として、どのようなものを提供できるかが重要となってきています。 

管理４業務（保全点検、維持修繕、交通管理、料金収受）を着実に遂行することを基

本としつつ、走行性や安全性・使いやすさといった「道路を賢く使う取組」を具現化し、より

一層の「安全・安心・快適」なお客さまサービスの提供が求められているところです。 

 また、近い将来に発生が予測されている南海トラフ巨大地震などを想定し、構造物の安

全性を確保するほか、津波などに対応する防災対策を進める必要があります。さらに、地

震後も応急復旧を行うことで道路機能を速やかに回復できるように備える必要がありま

す。  

i
 参考資料５参照 
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② 関連事業の見通し 

関連事業は、これまで、高速道路で培った技術・ノウハウ、資産などの道路資源を活か

した事業（以下「道路資源活用事業」という。）については、大阪港咲洲トンネルや第二阪

奈有料道路の管理運営などの「道路マネジメント事業」、用地コンサルティングなどの「建

設マネジメント事業」、海外で技術外販を行う「海外事業」などを展開してきました。 

また、道路資源活用事業以外の事業（以下「一般事業」という。）については、高架下

などを利活用した「駐車場事業」、賃貸住宅等の「不動産事業」、ナナ・ファーム須磨の

「産直事業」などを展開してきました。 

これらの取組みにより、民営化以降、グループ全体の関連事業の売上高は増加傾向に

あり、ビジョン 2020 においても高い目標を掲げたところですが、2014 年度連結決算ベー

スの売上高は約 59 億円となっています。また、営業利益については、民営化以降、ほぼ

横ばいとなっていますi。会社業務点検においても、関連事業について、高速道路会社は

多様な新たな事業を始めているものの、既存の事業と比較してまだ小規模なものにとどま

っていることが課題であり、新事業や海外事業の精力的な推進が必要と指摘されたところ

ですii。 

今後の関連事業については、徹底したお客さま目線で道路資源活用事業を拡大する

とともに、一般事業についてもお客さまニーズをとらえた新たな事業分野へ展開することに

より、経営基盤を確立するとともに、お客さまの満足を実現し、関西のくらしや経済の発展

に貢献することが必要です。 

道路資源活用事業の事業規模の拡大を図るためには、国内の道路をはじめとする社

会インフラの老朽化が今後進行する中で、管理者である地方公共団体などにおいて維持

管理に係る技術者やノウハウの不足が懸念されていることなどを踏まえ、これら地方公共

団体などのニーズを的確に把握することが重要となります。 

一方、一般事業については、特に駐車場事業が収益の柱となっていますが、道路占用

制度の見直しにより、先行きに不透明感があります。また、不動産事業についても、保有

資産には限りがあることから、新たなビジネスモデルの開拓が必要となっています。 

このため、一般事業については、社会環境の変化に柔軟に対応し、お客さまや社会の

ニーズをとらえて事業買収、業務提携、人事交流なども視野に入れた新規事業を積極的

に展開することで、新たな収益の柱を育成していく必要があります。

i
 参考資料６参照
ii
 参考資料５参照
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４．ビジョン 2020からの主な変更点

新ビジョンは、ビジョン 2020 から、構成及びコンセプト・内容について主に以下の変更を

行いました。 

構成 

○当グループの将来像をよりイメージしやすくするため、「ありたい姿」の項目数を増やし具

体的に設定 

○「ありたい姿」を実現させるための具体的な取組み・課題を明らかにするため、各「ありた

い姿」に「実現イメージ」及び「実現に向けた取組み」を対応 

○当グループが目指す究極のチャレンジングな目標として「阪神高速の挑戦」を設定 

コンセプト・内容 

○「徹底したお客さま目線」を新ビジョンに取り組む基本的姿勢に 

○近年の社会インフラの安全性への意識の高まりを踏まえ、「安全・安心」を「ありたい姿」

の筆頭に掲げてグループの安全性への姿勢を明確化 

○南海トラフ巨大地震などの大災害を想定した防災・減災対策に関する項目を追加 

○関連事業の方向性として、新規事業の積極展開と利益構造の確立を明確化 

○経営基盤の確立と社員満足に関する「ありたい姿」を追加

2015 年 2030 年

現在の

延長線上の姿

ありたい姿

(実現イメージ)

阪神高速の

挑戦

現状

実現に向けた取組み

究極のチャレンジングな目標



9 

５．「２０３０年のありたい姿」と「実現イメージ・取組み」

（１）２０３０年のありたい姿 

１．最高の安全と安心を提供する阪神高速 

阪神高速道路を将来にわたって健全で走りやすい状態に管理し、お客さまに最高の安

全と安心を提供する阪神高速になっている。

２．もっと便利で快適なドライブライフを実現する阪神高速 

お客さまのニーズに応じた道路サービスを追求し、もっと便利で快適な阪神高速道路が

身近にある豊かで楽しい生活スタイル「ドライブライフ」をすべてのお客さまに実現できる阪

神高速になっている。 

３．世界水準の卓越した都市高速道路技術で発展する阪神高速 

卓越した都市高速道路技術のイノベーションに挑戦し続け、経営基盤となる世界水準の

技術力を発展・蓄積することにより、高品質かつ効率的に高速道路を建設・管理する阪神高

速になっている。 

４．お客さまや社会に満足をお届けする多彩なビジネスを展開する阪神高速 

お客さまや社会のニーズに応えるため、阪神高速グループの技術・ノウハウ等の強みを

活かした事業や新たなビジネスなど多彩な関連事業を展開する阪神高速になっている。 

５．関西の発展に貢献し、地域・社会から愛され信頼される阪神高速 

関西とともに発展し、美しく豊かで住みやすい関西に貢献するため、企業活動を通じて地

域の活性化、環境保全などに取り組み、地域・社会から愛され信頼される阪神高速になって

いる。 

６．経営基盤を確立し、グループ社員がやりがいを実感できる阪神高速 

これからもお客さまの満足を実現し、関西のくらしや経済の発展に貢献し続けるため、安

定した経営基盤を確立するとともに、社員の誇りと情熱を持った取組みがグループを成長さ

せ、そこから社員が一層のやりがいを実感できる阪神高速になっている。 

阪神高速グループは、２０３０年にめざす姿として６つの「ありたい姿」を掲げ、その

実現に向けて、グループ社員が『徹底したお客さま目線』で取り組むことを通じ、

グループ理念の具現化を図ります。 
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（２）ありたい姿ごとの実現イメージと取組み 

 １．最高の安全と安心を提供する阪神高速  

実現イメージ① お客さまが安心して利用できる最高レベルの

安全性と走りやすさが備わった高速道路に 

○実現に向けた取組み 

・大規模更新事業やフレッシュアップ工事等による確実な維持

管理の実施 

・最新技術による点検・診断や新素材・新工法の採用による補修・補強 

・ジョイントレス技術による高速道路の短区間ジョイントの解消 

・ＩＣＴ技術の活用等による逆走・誤進入対策の実施 

・プローブ交通情報等を活用した交通制御による交通事故・渋滞の削減 

・人工知能（AI）を活用した交通制御の高度化 

・自動運転車に対応した新しい交通運用 

・お客さま目線でみた道路パフォーマンス（快適走行路面率等）の指標化 

実現イメージ② 将来にわたって構造物・施設を使用しつづけるための管理・更新手法を実現 

○実現に向けた取組み 

・長期にわたって構造物・施設の性能が低下しない長寿命化技術や施工法の開発 

・社会インフラを永続的に使い続けていくため、計画的なアセットマネジメントまたは施工の確立 

・ＩｏＴi、３次元モデル（CIM）、ロボット等の新技術を活用して維持管理を高度化・効率化 

実現イメージ③ 災害発生時にはすべてのお客さまの安全を確保するとともに、地域のライフライ

ンとして機能 

○実現に向けた取組み 

・車両や個人の ICT 機器と連携した避難誘導方法や交通制御手法を確立 

・異常気象発生時には通行規制を適切に実施し、通行可能路線では事故防止のために必要

な情報を豊富にかつ確実に提供 

・地震・津波等の災害時でも地域のライフラインとして機能することを目指した防災・減災対策 

i ＩｏＴ (Internet of Things) ：パソコン等の情報通信機器以外の多種多様な物がインターネットに接続され、相互

に情報をやり取りすること

阪神高速の挑戦 

交通事故ゼロに 

逆走・誤進入ゼロに

阪神高速道路を将来にわたって健全で走りやすい状態に管理し、お客さまに最高の

安全と安心を提供する阪神高速になっている。 
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 ２．もっと便利で快適なドライブライフを実現する阪神高速  

実現イメージ① ミッシングリンクの解消と渋滞減少によ

り、物流、レジャーなどお客さまのニーズに

応じたルート選択や定時性の確保が可能

に 

○実現に向けた取組み 

・大阪都市再生環状道路、ラダーネットワーク等のネットワ

ーク整備によるミッシングリンクの解消iとネットワークの更

なる強化iiを検討 

・ミッシングリンクの解消による道路ネットワークの冗長性（リダンダンシー）の確保 

・工事計画調整・施工体制を強化し、規制工事の集約化による渋滞の削減 

・ＩＣＴの活用や合流部付近のレーンマーク変更等の交通運用による対策で渋滞を削減 

・プローブ交通情報等を活用した交通制御による交通事故・渋滞の削減 

・関西都市圏一体となったシームレスな交通制御による渋滞の削減 

・バランスのとれた利用しやすい料金と、交通流動の最適化のための戦略的・柔軟な料金の設

定 

・高速道路と平面道路との交通分担の適正化 

実現イメージ② 必要な道路交通情報をどこでも取得でき、快適な走行が可能で、誰でも気軽

に使える高速道路に 

○実現に向けた取組み 

・お客さまの情報ニーズを把握し、カーナビ・モバイルや情報板等のあらゆるデバイスにより、高

齢者・外国人等を含む全てのお客さまのニーズに応じた道路交通情報を提供 

・ジョイントレス技術による高速道路の短区間ジョイントの解消 

・人工知能（AI）を活用した交通制御の高度化 

・自動運転車に対応した新しい交通運用 

・高速道路上において不測の事態でお困りのお客さまへの迅速かつ丁寧なサポートを実施 

・お客さまのより安全・安心・快適な利用のための広報展開 

i
ミッシングリンク解消に向けた整備路線等 

   大和川線、淀川左岸線、信濃橋渡り線、大阪湾岸道路西伸部、淀川左岸線延伸部、名神湾岸連絡線
ii
ネットワークの更なる強化の検討 

   関西のくらしや経済の発展に貢献するため、大淀ＪＣＴ等の整備による利便性の確保や渋滞緩和の観点から

阪神間南北軸の整備を検討

阪神高速の挑戦 

渋滞ゼロに

工事による遅れ時間ゼロに 

すべてのお客さまに満足して

いただけるパーキングエリアに 

お客さまのニーズに応じた道路サービスを追求し、もっと便利で快適な阪神高速道

路が身近にある豊かで楽しい生活スタイル「ドライブライフ」をすべてのお客さまに実現

できる阪神高速になっている。 
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・お客さま目線でみた道路パフォーマンス（情報板停止影響、料金所閉鎖時間等）の指標化 

実現イメージ③ すべてのお客さまが気軽に立ち寄り、ほっとできるパーキングサービス

○実現に向けた取組み 

・ネットワークの拡充によって生じる長距離運転区間を解消するパーキングサービスの整備 

・利用しやすい路外パーキングサービスの提供 

・高齢者・外国人等の多様化するニーズにも対応し得る「きれい・あんしん」「やすらぎ」「ぬくもり」

の感じられるパーキングエリアの環境整備とサービス展開 
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 ３．世界水準の卓越した都市高速道路技術で発展する阪神高速 

実現イメージ① 維持管理性に優れ、災害に強く、地球環

境に配慮した都市高速道路を建設・管理

する総合的な技術力を発展・蓄積 

○実現に向けた取組み 

・都市高速道路の建設・管理の経験を活かした新規路線

建設に係る技術の開発・活用 

・長期にわたって構造物・施設の性能が低下しない長寿

命化技術や施工法の開発 

・地域インフラにも活用できる災害対応技術や点検・非破壊検査等の技術の開発・蓄積 

・走行音がなく、振動の少ない環境負荷軽減を目指した舗装等の技術開発 

・周辺環境に配慮した低騒音補修工法の開発 

実現イメージ② 自動車技術の進歩にも適応した、先進的な交通運用技術の開発 

○実現に向けた取組み 

・お客さまの情報ニーズを把握し、カーナビ・モバイルや情報板等のあらゆるデバイスにより、高

齢者・外国人等を含む全てのお客さまのニーズに応じた道路交通情報を提供 

・人工知能（AI）を活用した交通制御の高度化 

・自動運転車に対応した新しい交通運用 

・プローブ交通情報等を活用した交通制御による交通事故・渋滞の削減 

・ＩｏＴ、３次元モデル（CIM）、ロボット等の新技術を活用して維持管理を高度化・効率化

実現イメージ③ 卓越した技術力・ノウハウの持続的なイノベーション 

○実現に向けた取組み 

・産官学連携による革新的な技術開発（オープンイノベーション） 

・特許取得等知的財産権を意識した技術の創造 

・高い技術力・ノウハウを持続発展させるため、阪神高速グループ内へのインハウス化を推進 

・保有する道路運営・管理に関する技術やノウハウを活用し、海外でのニーズに応じた技術協

力やコンサルティング事業を展開 

・海外事業で積み上げられた成果（人材・技術・ノウハウ）を阪神高速の高速道路事業にフィー

ドバックし活用するリバース・イノベーションを推進 

阪神高速の挑戦 

永続的な安全が確保された

メンテナンスしやすい高速

道路の開発 

騒音・振動による環境負荷

ゼロに 

卓越した都市高速道路技術のイノベーションに挑戦し続け、経営基盤となる世界水

準の技術力を発展・蓄積することにより、高品質かつ効率的に高速道路を建設・管理

する阪神高速になっている。 
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 ４．お客さまや社会に満足をお届けする多彩なビジネスを展開する阪神高速

１．技術・ノウハウを活かした事業展開 

実現イメージ① 高速道路事業で培った技術・ノウハウ

を活用し、総合的な技術外販グループと

して関西で不動の地位を確立 

○実現に向けた取組み 

(1)道路マネジメント事業 

・咲洲トンネルや第二阪奈有料道路で培った技術・ノウハ

ウにより、阪神高速道路と接続等する高規格道路等、関

西都市エリアの道路交通インフラで管理代行を展開 

・国内都市エリアの高規格道路等において、日常・定期点検、維持補修、長寿命化計画の策

定から更新事業の計画、設計、積算、工事監理等の総合的なコンサルティング事業を展開 

・海外事業で積み上げられた成果（人材・技術・ノウハウ）を阪神高速の高速道路事業にフィー

ドバックし活用するリバース・イノベーションを推進i

(2)建設マネジメント事業等 

・日本の用地取得、ひいてはインフラ整備をリードする核となることを目指し、科学的・戦略的な

手法を活用した監理マネジメント体制を構築することで、他の公共事業施行者の支援を積極

的に展開 

・阪神高速グループが有する技術・ノウハウを活かした道路建設や、建設マネジメント事業（ＣＭ）

を積極的に展開 

・ＰＰＰ/ＰＦＩを含めた社会インフラ設備の維持管理事業や官民施設のファシリティマネジメント

事業に進出 

・国際規格の認証等も視野に入れたインフラマネジメント体制の確立 

実現イメージ② 技術力やノウハウを活かした海外技術協力や海外コンサルティング事業などの

海外事業基盤を確立 

○実現に向けた取組み 

・従前からの海外事業をさらに積極的に展開し、対象国のニーズに応じて保有する道路運営・

管理に関する技術やノウハウを活用した技術協力やコンサルティング業務を実施 

・国内外の関連企業・組織との協働、直接投資等による事業の開拓・実施を通じて人的経営資

源を育成 

i
 Ｏ＆Ｍ（Operation&Maintenance）：運営維持管理

阪神高速の挑戦 

技術外販を全国展開 

阪神高速が道路交通インフ

ラＯ＆Ｍⅰの世界ブランドに 

関連事業の売上高と売上総

利益を倍増（2015 年度比） 

お客さまや社会のニーズに応えるため、阪神高速グループの技術、ノウハウ等の強

みを活かした事業や新たなビジネスなど多彩な関連事業を展開する阪神高速になって

いる。 
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２．広い視野に立った事業展開による収益の柱の育成 

実現イメージ① お客さまや社会のニーズをとらえた新たな分野への進出など積極的な事業展

開により、収益の柱を育成し、経営基盤を確立 

○実現に向けた取組み 

＜既存分野（主な事業）＞ 

(1)駐車場事業・高架下活用事業 

・道路区域外において、民間ビジネスパートナー等との業務提携、強みを活かしたエリア戦略

等により、積極的に駐車場事業を拡大展開 

・社会や沿道のニーズを満たすため、商業施設、情報やエネルギーのストレージ等に高架下空

間を活用した事業を展開 

(2)不動産事業 

・保有資産の有効活用はもとより、有効な資産を取得し、時代のニーズにあった付加価値を加

えた不動産事業の展開 

(3)産直事業 

・ナナ・ファーム須磨において、「地産地消」「新味」「つながり」をコンセプトに、兵庫の生鮮三品

の更なる充実・魅力化を図り、効果的な広報・イベント等の販売促進策等により集客力を強化 

・仕入れルートの開拓及び物流の効率化を推進しつつ多店舗展開 

(4)リース・レンタル事業 

・インフラ設備のリース・レンタルによる資材調達の増加機会をとらえ、インフラ更新時の設備リ

ースにグループの強みであるメンテナンス技術を活かした事業を展開 

＜新規分野＞ 

・お客さまや社会のニーズをとらえて事業買収、業務提携、人事交流等も視野にいれた新規事

業を積極的に展開し、収益の柱を育成 
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 ５．関西の発展に貢献し、地域・社会から愛され信頼される阪神高速 

実現イメージ① 大阪湾ベイエリアと関西内陸部の交通

が飛躍的にスムースになるなど、阪神高

速道路を活用した経済社会活動の活性

化により、アジアゲートウェイとしての関西

のポテンシャルが向上 

○実現に向けた取組み 

・関西の空港・港湾、内陸部等を結ぶ地域密着型インフラ

として、関西活性化に貢献するため、更なる安全・安心・

快適な道路サービスの提供 

・大阪都市再生環状道路、ラダーネットワーク等のネットワーク整備によるミッシングリンクの解消

とネットワークの更なる強化を検討 

実現イメージ② 災害時にも強いネットワークを確保し、関西の都市構造の強靭化に貢献 

○実現に向けた取組み 

・ミッシングリンクの解消による道路ネットワークの冗長性（リダンダンシー）の確保 

・地震・津波等の災害時でも地域のライフラインとして機能することを目指した防災・減災対策 

実現イメージ③ 地域・社会との交流・コミュニケーションの深化を図り、良き企業市民として社会

貢献活動や技術支援を推進することで、地域・社会の発展に貢献 

○実現に向けた取組み 

・保有する人的・物的資源やノウハウを活かした社会貢献活動（地域・社会の活性化や安全へ

の取組み等）を推進 

・行政や経済団体と連携して、ライトアップや修景により阪神高速道路の構造物を観光資源とし

て開発 

・高速道路の建設における周辺地域と調和のとれた美しい都市景観の創造 

・交通ビッグデータのオープン化による新産業創出や観光、防災等の政策目的への寄与 

・地域の観光資源や魅力を発信することにより、「おでかけ」のきっかけづくりを行うなど、地域と

協働した観光振興策を展開 

・平常時においては災害対応に関する保有技術・ノウハウの紹介・共有に努め、災害発生時に

は初期点検等の技術者支援を実施 

・産官学連携による革新的な技術開発（オープンイノベーション） 

・国際協力機構（JICA）等を通じた技術者派遣や技術交流により国外でも広く貢献 

関西とともに発展し、美しく豊かで住みやすい関西に貢献するため、企業活動を通じ

て地域の活性化、環境保全などに取り組み、地域・社会から愛され信頼される阪神高

速になっている。 

阪神高速の挑戦 

阪神高速によるストック効果

で関西経済の飛躍に貢献 

先進のＣＳＲ経営推進企業に 

騒音・振動による環境負荷ゼ

ロに 
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実現イメージ④ 環境負荷の少ない都市づくりに寄与し、地球環境保全に配慮 

○実現に向けた取組み 

・渋滞対策等により、円滑な交通の流れを確保し排出ガスの低減や省エネルギーに寄与 

・環境ロードプライシング等の取組みを通して、沿道環境への負荷を低減 

・走行音がなく、振動の少ない環境負荷軽減を目指した舗装等の技術開発 

・周辺環境に配慮した低騒音補修工法の開発 

・先進技術の導入による建設・管理における使用エネルギーの削減、廃棄物の低減、リサイク

ルの促進 

・グループ社員一人ひとりが地球環境に関する意識を高め、持続可能な社会の形成に企業とし

て貢献 

・緑化によるうるおい創出と温暖化抑制やヒートアイランドの緩和 
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 ６．経営基盤を確立し、グループ社員がやりがいを実感できる阪神高速   

１．グループの経営基盤と体制 

実現イメージ① 持続的発展を支える安定した経営基

盤・体制の確立と債務の確実な返済 

○実現に向けた取組み 

・経営資源（ヒト・モノ・カネ）を一体的にマネジメントし、「選

択と集中」により適時適切な経営資源を配分する体制の

構築 

・利用促進策や業務改善・効率化の積極的な推進による

安定した経営基盤の確立と債務の確実な返済 

・関連事業において、収益性の確保を基本としつつ、事業規模の拡大により利益構造を確立 

・高速道路事業の利益剰余金の使途を充実 

・企業価値を高める戦略的な広報展開 

・換地前不動産や残地等の未利用不動産の統括的マネジメントによる有効活用 

・コンプライアンスの実践等によりグループ各社が健全に発展するための基盤を固めるとともに、

社会からの信頼性を向上 

実現イメージ② グループ企業価値を最大化するグループ経営体制の最適化 

○実現に向けた取組み 

・グループ会社の事業領域、運営状況、将来見通し等を分析し、グループ経営体制を最適化 

・グループ会社における強みの更なる強化・弱みの克服及び相互に強み・弱みを補い合うこと

により、グループ全体を活性化 

・グループ経営方針の明確化によりグループ会社との一体経営を推進するとともに、各社の自

主性と経営特性を活かしつつグループガバナンスを有効に機能させる体制について強化 

２．社員のやりがい・人材育成 

実現イメージ① グループ社員が仕事にやりがいを持ち、能力と熱意を最大限に発揮できる職

場 

○実現に向けた取組み 

・社員の多様性を尊重して受け入れ、社員の能力と熱意を最大限に発揮できる職場風土や働

き方、安心して働ける職場環境を整備 

これからもお客さまの満足を実現し、関西のくらしや経済の発展に貢献し続けるた

め、安定した経営基盤を確立するとともに、社員の誇りと情熱を持った取組みがグルー

プを成長させ、そこから社員が一層のやりがいを実感できる阪神高速になっている。 

阪神高速の挑戦 

社員全員がやりがいとチャレン

ジ精神を持てるグループに 

関連事業の売上高と売上総

利益を倍増（2015 年度比） 
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実現イメージ② グループ社員一人ひとりがグループ理念を十分に理解し、徹底したお客さま目

線で考え、その使命を達成する社員の集団 

○実現に向けた取組み 

・徹底したお客さま目線で目標を設定しチャレンジするとともに阪神高速グループの強みである

高いマネジメント力等の「阪神高速スキル」を有する『プロフェッショナル人材』を育成 

・グループ全体で技術力やノウハウを蓄積・活用を図るとともに、高い専門性を有する多種多様

な社員を教育・育成 
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阪神高速グループビジョン２０３０ 資料編 

参考資料１） 人口の減少と超高齢化社会の到来 

参考資料２） 世界・日本経済の動向 

参考資料３） 関西経済の動向 

参考資料４） 自動車技術の進歩 

参考資料５） 「高速道路機構・会社の業務点検」（平成２７年７月 国土交通省） 

参考資料６） 関連事業の実績 
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参考資料１） 人口の減少と超高齢化社会の到来 

全国 近畿圏 

• 2030 年に 2015 年比で、人口は約 8%減少 
• 年少人口（0-14 歳）は約 24%減少、生産年
齢人口（15歳-64歳）は約 12%減少し、老年

人口（65 歳以上）は約 9%増加 

• 高齢化率は 26.8%から 31.6%へ上昇 

• 2030 年に 2015 年比で、人口は約 8%減少 
• 年少人口（0-14歳）は約25%減少、生産年
齢人口（15 歳-64 歳）は約 11%減少し、老

年人口（65 歳以上）は約 6%増加 

• 生産年齢人口の減少は、三大都市圏の中
で最も深刻 

• 高齢化率は 27.1%から 31.3%へ上昇 

出典）「日本の地域別将来推計人口（平成２３年３月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）

注：首都圏：東京都・神奈川県、埼玉県、千葉県 

中京圏：愛知県、岐阜県、三重県 

近畿圏、大阪府、京都府、兵庫県、滋賀県、奈良県、和歌山県 

三大都市圏の生産年齢人口の推移

注：出生中位・死亡中位モデル 出典）「日本の将来推計人口（平成２４年１月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）

人口の推移（全国） 人口の推移（近畿圏）
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参考資料２） 世界・日本経済の動向 

世界・日本経済 

• 日本の名目ＧＤＰシェアは、２０００年までは 15％前後で推移していたが、現在 6％程度にまで
低下 

• 今後も名目ＧＤＰ成長率１％前後の低成長となる見込み 

注：NlEs：韓国、台湾、香港、シンガポール 

ASEAN5：ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、タイ、フィリピン、マレーシア、ベトナム 

出典）「World Economic Outlook、April 2015」ＩＭＦ

名目ＧＤＰシェアの推移

注：東アジアは中国、NlEs（韓国、台湾、香港、シンガポール）、ASEAN5（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、タイ、フィリピン、マレーシア、ベトナム）の 

各国の名目 GDP の合計値（日本除く）。 

2014-2020 の

年平均成長率 

名目ＧＤＰ成長率の推移
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参考資料３） 関西経済の動向 

関西経済 

• 関西経済は、国内でも特に厳しい状況が続いていたが、近年、景気回復の兆し 

（年度、％）

2014
（実績推計）

2015
（予測）

2016
（予測）

2017
（予測）

▲0.6　 0.7　 0.9　 ▲0.2　

▲2.3　 0.6　 1.0　 ▲1.3　

▲6.0　 2.5　 3.0　 ▲3.5　

4.1　 1.2　 2.5　 2.4　

（寄与度） （0.1） （▲0.1） （0.0） （0.0）

0.2　 0.7　 0.7　 （0.7）

0.0　 0.8　 2.7　 ▲1.0　

（寄与度） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0）

（寄与度） （0.1） （0.1） （▲0.2） （0.2）

0.5　 0.8　 1.2　 0.3　

　うち輸出 6.4　 0.7　 2.9　 3.2　

0.3　 0.7　 1.7　 0.1　

　うち輸入 3.1　 1.7　 4.1　 1.9　

（寄与度） （▲1.1） （0.8） （1.1） （▲0.4）

（寄与度） （0.5） （▲0.2） （▲0.2） （0.2）

1.7　 2.4　 1.6　 1.8　

　輸入・移入

　実質ＧＲＰ

　個人消費

　住宅投資

　設備投資

　在庫投資

　政府消費

　公共投資

　公的在庫

　純輸出・純移出

　輸出・移出

（注２） 本予測のベースとなる県民経済計算の実績公表は２０１２年度分が最新であり、２０１３・２０１４年度は
日本総合研究所による実績推計。輸出・移出、輸入・移入の内訳は日本総合研究所推計。

（注３） ２０１７年４月の消費税率引き上げ（８％→１０％）実施を想定。

　内　需

　外　需

　名目ＧＲＰ

（出典） 「JRIレビュー　2016 Vol.1 No.31」

（注１） 関西は２府４県（滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山）。

※内閣府「県民経済計算年報」などを基に日本総合研究所作成

出典）「国民経済計算（GDP 統計）」内閣府注：首都圏：東京都・神奈川県、埼玉県、千葉県 

中京圏：愛知県、岐阜県、三重県 

近畿圏、大阪府、京都府、兵庫県、滋賀県、奈良県、和歌山県

名目ＧＤＰの推移

関西経済の見通し
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京滋地域への工場立地増加とミッシングリンクの存在 

• 京滋地域への工場立地が増加傾向にある中で、ミッシングリンクの存在が関西の物流を阻害 

9.3%

8.9%

6.2%

8.7%

16.8%

16.1%

16.4%

18.0%

14.3%

11.7%

13.7%

16.7%

8.1%

10.0%

9.6%

9.3%

34.2%

36.1%

34.9%

32.7%

12.4%

8.9%

10.3%

8.0%

5.0%

8.3%

8.9%

6.7%

0 20% 40% 60% 80% 100%

2011

2012

2013

2014

福井 滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山

関西圏のミッシングリンクと物流への影響

近畿各県における工場立地件数の内訳

注：平成 26 年（１～１２月期）の電気業を除いた工場立地件数及びその敷地面積 

出典）「工業統計調査」経済産業省

出典）「関西創生のための高速道路ネットワークの早期整備に関する要望（2015）」関西高速道路ネットワーク推進協議会 
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参考資料４） 自動車技術の進歩 

自動走行システムの普及の見通し 

• 2020 年代前半を目途に準自動走行システム（ﾚﾍﾞﾙ 3)を市場化 
• 2020 年代後半以降にドライバーが全く関与しない完全自動走行システムを試用化 

出典）「自動走行ビジネス検討会 中間とりまとめ報告書」（平成２７年６月 経済産業省・国土交通省）
（図は「官民ＩＴＳ構想・ロードマップ（平成２６年６月）」をもとに上記検討会が作成したもの） 

安全運転支援システム・自動走行システムのロードマップ

（注１） いずれのレベルにおいても、ドライバーは、いつでもシステムの制御に介入することができる。 
     例えば、レベル４において、必要に応じ、システム解除停止ボタンなどによりシステムを停止

することができる。 
（注２） ここで「システム」とは、ドライバーに対置する概念であり、単体としての自動車だけでなく、 

それを取り巻く当該自動車の制御に係る周辺システムを含むものを指す。 
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参考資料５） 「高速道路機構・会社の業務点検」（平成２７年７月 国土交通省） 

２．早期かつ極力少ない国民負担による整備と安全・安心なサービスの提供 

 ２－２．安全・安心なサービスの提供 

 (１) 老朽化への対応 

  １） メンテナンスサイクルの始動と大規模更新事業の実施 

   今後必要な取組み 

    [円滑な大規模更新事業の実施と周辺都市開発との連携] 

・ 首都高速道路及び阪神高速道路の大規模更新事業については、厳しい空間的な制

約やオリンピックへの影響、景観等を含めた周辺環境との調和も考慮する必要があり、

その実施にあたっては、都市計画とも調整しつつ高い技術力の発揮や技術開発に努め

ていく必要がある。 

３．民間のノウハウの発揮による多様なサービスの提供 

 ３－２．多様なサービスの提供 

 (３) 新たな事業領域 

   現状：成果と課題 

    [多様な新事業の展開] 

・ 各高速道路会社においては、民間のノウハウを活用し、SA・PAや駐車場といった既存の

関連事業に依らない多様な新たな事業を始めているが、既存の事業と比較してまだ小

規模なものにとどまっており課題である。 

   今後必要な取組み 

    [新事業や海外事業の精力的な推進] 

・ 引き続き、高速道路会社は、経営上の戦略を踏まえ、民間会社としてのノウハウも活用

して、新たな事業展開や海外への事業展開を精力的に進めていく必要がある。」「特に

首都高速道路会社及び阪神高速道路会社については、他の高速道路会社と比較して

ＳＡ・ＰＡが少なく、空間的にも制約があるため、その高い技術力を活かすとともに、併せ

て技術開発に取り組みながら、海外事業や国内コンサルティング事業の更なる展開を

検討する必要がある。 

４．経営・業務・組織運営 

 ４－１．高速道路会社 

   今後必要な取組み 

    [将来の経営基盤となる関連事業の積極的な取組み] 

・ 高速道路会社は、民営化の目的に即して着実な経営を行っており、今後とも将来の経

営基盤となる関連事業に積極的に取り組む必要がある。 
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参考資料６） 関連事業の実績 
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（億円）

関連事業の売上高・営業利益の推移

※連結決算ベース 

※国、地方公共団体等からの受託事業は含まない 


